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公益財団法人ＭＲ認定センター

令和2年3月31日現在

（単位：円）
当年度 前年度 増　減

Ⅰ　資産の部
１．流動資産

現金預金 105,240,693 98,559,986 6,680,707
教材在庫 12,064,432 21,180,199 △ 9,115,767
未収入金 18,713,516 9,097,429 9,616,087
前払費用 1,235,300 1,212,840 22,460
貸倒引当金 △ 121,262 △ 60,042 △ 61,220

流動資産合計 137,132,679 129,990,412 7,142,267
２．固定資産

(1) 基本財産
投資有価証券 400,000,000 400,000,000 0
定期預金 54,000,000 54,000,000 0

基本財産合計 454,000,000 454,000,000 0
(2) 特定資産

役員退職慰労引当資産 0 2,307,300 △ 2,307,300
退職給付引当資産 28,776,725 27,633,460 1,143,265
大規模ｿﾌﾄｳｪｱ取得引当資産 45,000,000 40,000,000 5,000,000
補完・IT運用引当資産 34,000,000 18,000,000 16,000,000
講習会・IT運用引当資産 26,000,000 17,000,000 9,000,000

特定資産合計 133,776,725 104,940,760 28,835,965
(3) その他固定資産

建物付属設備 33,796 50,693 △ 16,897
什器備品 253,879 381,556 △ 127,677
ソフトウェア 16,120,695 17,865,884 △ 1,745,189
電話加入権 37,493 37,493 0
敷金 5,727,300 5,727,300 0

その他固定資産合計 22,173,163 24,062,926 △ 1,889,763
固定資産合計 609,949,888 583,003,686 26,946,202
資産合計 747,082,567 712,994,098 34,088,469

Ⅱ　負債の部
１．流動負債

未払金 7,958,270 9,620,510 △ 1,662,240
未払費用 15,860,015 6,410,342 9,449,673
預り金 414,532 473,685 △ 59,153
仮受金 82,500 0 82,500
賞与引当金 5,473,160 4,462,393 1,010,767
未払法人税等 2,807,600 237,900 2,569,700
未払消費税等 1,431,500 9,383,900 △ 7,952,400

流動負債合計 34,027,577 30,588,730 3,438,847
２．固定負債

役員退職慰労引当金 0 2,307,300 △ 2,307,300
退職給付引当金 28,776,725 27,633,460 1,143,265

固定負債合計 28,776,725 29,940,760 △ 1,164,035
負債合計 62,804,302 60,529,490 2,274,812

Ⅲ　正味財産の部
１．指定正味財産

指定正味財産合計 0 0 0
２．一般正味財産 684,278,265 652,464,608 31,813,657

（うち基本財産への充当額） (454,000,000) (454,000,000) (0)
（うち特定資産への充当額） (105,000,000) (75,000,000) (30,000,000)
正味財産合計 684,278,265 652,464,608 31,813,657
負債及び正味財産合計 747,082,567 712,994,098 34,088,469

 貸　借　対　照　表 

科        目
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公益財団法人ＭＲ認定センター

（単位：円）
当年度 前年度 増　減

Ⅰ　一般正味財産増減の部
１．経常増減の部

(1)経常収益
①基本財産運用益 3,425,719 4,205,399 △ 779,680

基本財産受取利息 3,425,719 4,205,399 △ 779,680
②事業収益 294,596,642 306,262,412 △ 11,665,770
　認定試験事業収益 147,713,414 162,975,647 △ 15,262,233

認定試験受験料 26,593,344 30,959,849 △ 4,366,505
認定登録料 4,815,069 5,970,739 △ 1,155,670
認定更新料 51,703,994 56,495,813 △ 4,791,819
補完教育受講料 64,601,007 69,549,246 △ 4,948,239

　教育研修事業収益 76,605,673 83,153,853 △ 6,548,180
履修計画・実施認定料 17,143,561 17,454,400 △ 310,839
教育研修システム・施設認定料 208,000 490,000 △ 282,000
認定更新料 51,683,122 56,339,413 △ 4,656,291
教育研修要綱運用関連 3,530,150 3,468,960 61,190
講習会参加料 4,040,840 5,401,080 △ 1,360,240

　テキスト等頒布事業収益 70,277,555 60,132,912 10,144,643
テキスト頒布 66,468,856 54,644,034 11,824,822
その他の冊子頒布 3,808,699 5,488,878 △ 1,680,179

③雑収益 46,134 111,625 △ 65,491
受取利息 1,334 1,001 333
雑収入 44,800 45,000 △ 200
貸倒引当金戻入 0 65,624 △ 65,624

　経常収益計 298,068,495 310,579,436 △ 12,510,941
(2)経常費用

①事業費 256,944,018 286,877,758 △ 29,933,740
役員報酬 3,286,849 8,952,324 △ 5,665,475
給料手当 44,937,554 46,532,765 △ 1,595,211
役員退職慰労給付費用 0 746,027 △ 746,027
退職給付費用 2,486,735 1,950,767 535,968
賞与引当金繰入 5,308,965 4,328,522 980,443
法定福利費 8,703,767 10,311,713 △ 1,607,946
福利厚生費 419,695 497,342 △ 77,647
保険料 77,600 93,120 △ 15,520
通勤費 1,269,271 1,643,688 △ 374,417
旅費交通費 1,589,595 1,303,980 285,615
消耗品費 730,586 1,866,858 △ 1,136,272
通信運搬費 980,128 964,940 15,188
図書購入費 763,286 977,037 △ 213,751
リース料 233,830 175,374 58,456
支払手数料 1,896,973 1,804,862 92,111
諸謝金 957,000 950,400 6,600
賃借料 12,110,939 11,999,832 111,107
共益費 2,137,236 2,117,628 19,608
光熱水料費 683,523 756,345 △ 72,822

 正味財産増減計算書

平成31年4月1日から令和2年3月31日まで

科              目
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当年度 前年度 増　減科              目
清掃費 888,132 879,984 8,148
減価償却費 11,554,712 15,936,467 △ 4,381,755
貸倒引当金繰入 61,220 36 61,184
渉外費 433,843 635,467 △ 201,624
租税公課 9,531,300 10,815,000 △ 1,283,700
受験案内･願書受付･受験票 1,619,411 1,727,765 △ 108,354
試験費用(問題印刷） 6,509,388 7,449,961 △ 940,573
試験実施費用 11,724,644 13,052,785 △ 1,328,141
試験委員会運営費用 7,748,790 7,489,058 259,732
認定登録費用 1,087,681 2,817,513 △ 1,729,832
認定更新費用 17,111,644 16,330,945 780,699
補完教育費用（e-ﾗｰﾆﾝｸﾞ） 24,482,130 33,791,040 △ 9,308,910
ＩＴ開発・運用費用 11,920,202 7,397,784 4,522,418
広報費 11,094,402 3,853,188 7,241,214
教育研修関連費用 1,777,362 4,845,510 △ 3,068,148
教育研修要綱運用関連費用 3,181,434 2,729,787 451,647
講習会等実施費用 3,710,428 6,215,228 △ 2,504,800
調査研究費用 2,924,251 2,300,432 623,819
テキスト頒布原価 28,322,963 38,042,391 △ 9,719,428
印税･デザイン委託料 5,769,410 6,234,052 △ 464,642
テキスト頒布費用 6,917,139 6,359,841 557,298

②管理費 6,503,220 6,402,561 100,659
役員報酬 1,618,555 1,825,740 △ 207,185
給料手当 1,389,823 1,439,150 △ 49,327
役員退職慰労給付費用 0 23,073 △ 23,073
退職給付費用 76,910 60,333 16,577
賞与引当金繰入 164,195 133,871 30,324
法定福利費 269,188 318,920 △ 49,732
福利厚生費 12,976 15,383 △ 2,407
保険料 2,400 2,880 △ 480
通勤費 39,249 50,832 △ 11,583
旅費交通費 402,430 173,900 228,530
消耗品費 22,592 57,742 △ 35,150
通信運搬費 30,313 29,846 467
図書購入費 23,605 30,221 △ 6,616
リース料 7,226 5,418 1,808
支払手数料 27,059 26,681 378
会議費 883,034 730,567 152,467
諸謝金 957,000 950,400 6,600
賃借料 374,575 371,136 3,439
共益費 66,090 65,484 606
光熱水料費 21,140 23,392 △ 2,252
清掃費 27,468 27,216 252
減価償却費 8,675 18,823 △ 10,148
渉外費 13,417 19,653 △ 6,236
租税公課 65,300 1,900 63,400

　経常費用計 263,447,238 293,280,319 △ 29,833,081
当期経常増減額 34,621,257 17,299,117 17,322,140

２．経常外増減の部
(1)経常外収益

　経常外収益計 0 0 0
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当年度 前年度 増　減科              目
(2)経常外費用

　経常外費用計 0 0 0
当期経常外増減額 0 0 0
税引前当期一般正味財産増減額 34,621,257 17,299,117 17,322,140
法人税・住民税及び事業税 2,807,600 237,900 2,569,700
当期一般正味財産増減額 31,813,657 17,061,217 14,752,440
一般正味財産期首残高 652,464,608 635,403,391 17,061,217
一般正味財産期末残高 684,278,265 652,464,608 31,813,657

Ⅱ　指定正味財産増減の部
当期指定正味財産増減額 0 0 0
指定正味財産期首残高 0 0 0
指定正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ　正味財産期末残高 684,278,265 652,464,608 31,813,657
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１．重要な会計方針
 　当法人は「公益法人会計基準」（平成20年4月11日 平成21年10月16日改正 内閣府公益認定
　 等委員会）を採用しています。

(1)有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券については、償却原価法（定額法）を採用しています。
ただし、現在保有している債券は、債券金額で取得したため当該金額を貸借対照表価額と
しています。
その他の有価証券、市場価格のあるものについては、時価をもって貸借対照表価額として
います。

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産の評価基準は先入先出法による原価法をもって貸借対照表価額としています。

(3)固定資産の減価償却の方法
有形固定資産は定率法を採用、ただし、建物については定額法を採用しています。
無形固定資産は定額法を採用しています。

(4)引当金の計上基準
①貸倒引当金
　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権について法人税の規定による法定繰入率
　により計上するほか、個々の債権の回収可能性を勘案して計上しています。
②賞与引当金
　職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当期に帰属する額を計上し
　ています。
③役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支払に備えるため、役員報酬規程に基づく必要額を計上しています。
④退職給付引当金
　職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において
　発生していると認められる額を100％計上しています。

(5)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
   基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりです。

(単位：円)
当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産
　投資有価証券 400,000,000
　定期預金 54,000,000

454,000,000
特定資産
　役員退職慰労引当資産 2,307,300
　退職給付引当資産 27,633,460
　大規模ｿﾌﾄｳｪｱ取得引当資産 40,000,000
　補完・IT運用引当資産 18,000,000
　講習会・IT運用引当資産 17,000,000

104,940,760
558,940,760 32,563,645 3,727,680 587,776,725

3,727,68032,563,645 133,776,725

0 45,000,0005,000,000

9,000,000 0 26,000,000
16,000,000 0 34,000,000

0 2,307,300 0
2,563,645 1,420,380 28,776,725

　財務諸表に対する注記　

0 0 400,000,000

科　　目

0 0 54,000,000
0 0 454,000,000小　　計

小　　計
合　　計
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３．基本財産及び特定資産の財源などの内訳
   基本財産及び特定資産の財源などの内訳は、次のとおりです。

(単位：円)

当期末残高
(うち一般正味財
産からの充当額)

(うち負債に対応
する額)

基本財産
　投資有価証券 400,000,000 ( - ) ( 400,000,000 ) ( - )

　定期預金 54,000,000 ( - ) ( 54,000,000 ) ( - )

454,000,000 ( - ) ( 454,000,000 ) ( - )

特定資産
　退職給付引当資産 28,776,725 - ) ( 0 ) ( 28,776,725 )

　大規模ｿﾌﾄｳｪｱ取得引当資産 45,000,000 - ) ( 45,000,000 ) ( 0 )

　補完・IT運用引当資産 34,000,000 - ) ( 34,000,000 ) ( 0 )

　講習会・IT運用引当資産 26,000,000 - ) ( 26,000,000 ) ( 0 )

133,776,725 ( - ) ( 105,000,000 ) ( 28,776,725 )
587,776,725 ( - ) ( 559,000,000 ) ( 28,776,725 )

４．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
   満期保有目的の債券の内訳、帳簿価額及び時価並びに評価損益は、次のとおりです。

(単位：円)
時価 評価損益

基本財産
　ＳＭＢＣ日興証券債(0609-9081)
　ドイツ復興金融債（S8025）

５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
   固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりです。

(単位：円)

取得価額 当期末残高

建物付属設備 2,322,205
什器備品 1,056,498
ソフトウェア 182,223,974

185,602,677 169,194,307 16,408,370

(うち指定正味財産
からの充当額)

2,288,409 33,796
802,619 253,879

166,103,279 16,120,695

195,970,000 △ 4,030,000

帳簿価額

科　　目

小　　計

合　　計

科　　目

科　　目

小　　計
合　　計

合　　計

減価償却
累計額

△ 6,030,000393,970,000

198,000,000 △ 2,000,000200,000,000
200,000,000
400,000,000
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１．基本財産及び特定資産の明細
　　　基本財産及び特定資産の明細は、財務諸表に対する注記２.(基本財産及び特定資産の増減額
 　   及びその残高)に記載しているために、記載を省略します。

２．引当金の明細
（単位：円）

目的使用 その他

貸倒引当金 60,042 61,220 0 0 121,262

賞与引当金 4,462,393 5,473,160 4,462,393 0 5,473,160

役員退職慰労引当金 2,307,300 0 2,307,300 0 0

退職給付引当金 27,633,460 2,563,645 1,420,380 28,776,725

合計 34,463,195 8,098,025 8,190,073 0 34,371,147

(注)１．計上の理由及び算定方法は財務諸表に対する注記１.(4)(引当金の計上基準)に記載のと
　　　　おりです。

 附属明細書 

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
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公益財団法人ＭＲ認定センター

令和2年3月31日現在

（単位：円）

場所・物量等 使用目的等 金額

（流動資産）

現金預金 手元保管現金 運転資金として 237,634

普通預金

三井住友銀行東京公務部 運転資金として 46,353,577

三井住友銀行日本橋支店 運転資金として 42,977,100

みずほ銀行日本橋支店 運転資金として 12,575,300

三菱ＵＦＪ銀行室町支店 運転資金として 2,046,395

りそな銀行室町支店 運転資金として 734,767

ゆうちょ銀行振替口座 運転資金として 315,920

教材在庫 販売用教材
「ＭＲテキストⅠ・Ⅱ・Ⅲ」

収益事業等会計の販売用教材の在
庫

12,064,432

未収入金 ＭＲテキスト販売未収入金等 収益事業等会計のテキスト、継続
教育用資材注文分及び著作権使用
料並びに問題利用料

18,510,942

認定登録料未収入金等 公益目的事業会計の認定登録料及
び認定更新料

202,574

前払費用 松芳ビル㈱9階他 令和2年4月分家賃・共益費他 1,235,300

貸倒引当金 公益目的事業会計及び収益事業等
会計の債権に対して「引当金の計
上基準」により計算して計上

△ 121,262

流動資産合計 137,132,679

（固定資産）

基本財産 投資有価証券 ＳＭＢＣ日興証券債
(0609-9081)

管理目的（法人会計）の保有財産
であり、運用益を管理運営事業に
充当している。

200,000,000

ドイツ復興金融公庫債(S8025) 共用財産であり、86.5％は公益目
的保有財産として運用益を公益目
的事業全体に充当し、13.5%は管
理目的（法人会計）財産として運
用益を管理運営に充当している。

200,000,000

定期預金 三菱ＵＦＪ銀行室町支店 公益目的保有財産であり、運用益
を公益目的事業に充当している。

43,217,638

三井住友銀行東京公務部 公益目的保有財産であり、運用益
を公益目的事業に充当している。

10,782,362

特定資産 退職給付引当
資産

普通預金・りそな銀行室町支店 退職給付引当金見合いの引当資産
として管理している。

28,776,725

大規模ｿﾌﾄｳｪｱ
取得引当資産

普通預金・三井住友銀行
　　　　　　　　　東京公務部

公益資産取得資金であり、ソフト
ウェア取得見合を認定試験事業及
び教育研修事業で引当資産として
管理している。

45,000,000

補完・IT運用
引当資産

普通預金・三井住友銀行
　　　　　　　　　東京公務部

特定費用準備資金であり、補完教
育及びIT運用費用の準備資金を試
験事業で引当資産として管理して
いる。

34,000,000

講習会・IT運
用引当資産

普通預金・三井住友銀行
　　　　　　　　　東京公務部

特定費用準備資金であり、講習会
及びIT運用費用の準備資金を教育
研修事業で引当資産として管理し
ている。

26,000,000

その他固定
資産

建物付属設備 電気設備及び防音設備 共用財産であり、公益目的保有財
産として50％は認定試験事業の、
38％は教育研修事業の用に供し、
6％は収益事業等財産としてテキ
スト頒布事業の用に供し、6％は
管理運営の用に供している。

33,796

 財　産　目　録 

貸借対照表科目
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場所・物量等 使用目的等 金額貸借対照表科目

什器備品 電話機及び電話工事 共用財産であり、公益目的保有財
産として50％は認定試験事業の、
38％は教育研修事業の用に供し、
6％は収益事業等財産としてテキ
スト頒布事業の用に供し、6％は
管理運営の用に供している。

253,879

ソフトウェア ＭＲの教育・試験を管理するシ
ステム用ソフトウェア構築費用

共用財産であり、公益目的保有財
産として22.9％は認定試験事業
の、77.1％は教育研修事業の用に
供している。

16,120,695

電話加入権 03-3279-2500他 共用財産であり、公益目的保有財
産として48％は認定試験事業の、
36％は教育研修事業の用に供し、
10％は収益事業等財産としてテキ
スト頒布事業の用に供し、6％は
管理運営の用に供している。

37,493

敷金 松芳ビル㈱9階 共用財産であり、公益目的保有財
産として48％は認定試験事業の、
36％は教育研修事業の用に供し、
10％は収益事業等財産としてテキ
スト頒布事業の用に供し、6％は
管理運営の用に供している。

5,727,300

固定資産合計 609,949,888

　　資産合計 747,082,567

（流動負債）未払金 ＭＲテキストの印税他 ＭＲテキスト印税費用及びテキス
ト頒布費用の未払金であり、収益
事業等会計の負債としている。

7,958,270

未払費用 ウィルウェイ他 8件の未払費用であり、公益目的
事業会計及び法人会計の負債とし
ている。

14,925,364

健康保険料他共用費用 健康保険料等の未払費用であり、
従事割合に応じて公益目的事業会
計、収益事業等会計及び法人会計
の負債としている。

934,651

預り金 役職員分 源泉所得税・地方税（住民税）の
預り金であり、従事割合に応じて
公益目的事業会計、収益事業等会
計及び法人会計の負債としてい
る。

414,532

仮受金 3名分 過入金の仮受金であり公益目的事
業会計の負債としている。

82,500

賞与引当金 職員分 職員の賞与の引当金であり、従事
割合に応じて公益目的事業会計、
収益事業等会計及び法人会計の負
債としている。

5,473,160

未払法人税等 日本橋税務署・中央都税事務所 収益事業等会計の令和2年度分の
未払法人税等

2,807,600

未払消費税等 日本橋税務署 公益目的事業会計及び収益事業等
会計の令和2年度分の未払消費税
等

1,431,500

流動負債合計 34,027,577

（固定負債）退職給付引当
金

職員分 職員の退職給付金の引当金であ
り、従事割合に応じて公益目的事
業会計、収益事業等会計及び法人
会計の負債としている。

28,776,725

固定負債合計 28,776,725

　　負債合計 62,804,302

　　正味財産 684,278,265
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